
 

無線局運用特例届出書 

 

令和＊＊年＊＊月＊＊日  

近畿総合通信局長 殿 

 

電波法第 70条の９第２項において準用する法第 70条の７第２項の規定により、自己以外

の者に登録局を運用させたので、下記のとおり届け出ます。 

 

 

 

１ 届出者 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 

 

 

 

都道府県－市区町村コード 〔              〕  

 

 

 

 

 

 

 

〒（***-****） 

 ＊＊県＊＊市＊＊町＊－＊ 

 

氏名又は名称及び

代表者氏名 

 

 

フリガナ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ△△△△ 

 株式会社△△△△   

 代表取締役   ※※ ※※ 

法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 

 

２ 非常時運用人（電波法第 70条の８第１項の規定により無線局の運用を行わせた場合は

当該無線局の免許人以外の者、同法第 70条の９第１項の規定により登録局を運用させた

場合は当該登録局の登録人以外の者。以下この別表において同じ。）に運用させた無線

局の免許又は登録の番号          

                 近括(登)Ｋ第ＸＸＸＸ号 

 

 

 

 

３ 非常時運用人 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 

 

 

 

都道府県－市区町村コード〔               〕  

 

 

 

 

 

 

 

〒（***-****） 

＊＊県＊＊市＊＊町○－○ 

氏名又は名称及

び代表者氏名 

 

 

フリガナ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ XXXX 

 株式会社ＸＸＸＸ 

 

 代表取締役 電波 一郎 

無線局の貸出し先の情報を記入 

提出または投函する年月日を記入すること。 

記載例 

貸出する無線局の登録番号を記入 

・都道府県－市区町村コードは分からない場合は記載不要。 

・法人は必ず登記されている本店（本社）の住所・名称を記入すること。 

※(法人)○○工場・○○支店・○○営業所、(個人)個人事業主による 

屋号では届出不可。また、法人番号（１３桁）を記載ください。 



 

 

連絡先  xxx-xxx-yyyy  

４ 非常時運用人による運用の期間 

      令和＊＊年○月○日～令和＊＊年○月□日 

 

５ 無線設備の製造番号（特定無線局（電波法第 27条の２第２号に掲げる無線局に係るも

のに限る。）又は包括登録に基づき開設している登録局に限る。） 

   ・０００ＸＸＸＸ～００ＸＸＸＺ 

 

 

６ 欠格事由に関する事項（電波法第 70条の８第１項の規定により無線局の運用を行わせ

た場合又は同法第 70条の９第１項の規定により登録局を運用させた場合に限る。）（注

５） 

□登録局の運用を行った者は、電波法第 27 条の 23 第２項各号（第２号を除く。）のい

ずれにも該  

 

７ 届出の内容に関する連絡先 

 

 

 

 

 

所属、氏名 

 

 

フリガナ □□ｶ ﾃﾞﾝﾊﾟﾀﾛｳ  

 

 

 

 

□□課 電波太郎 

 

電話番号 xxx-xxx-xxxx 

電子メールアドレス xxxxxx＠example.co  
 

 

 

 

 

 【届出書送付先】 

  〒540-8795 

  大阪市中央区大手前 1-5-44 大阪合同庁舎１号館 

  近畿総合通信局 陸上第三課 簡易無線担当 

 

✓ 

日中連絡が取れる連絡先を記載すること。 

欠格事由（過去に電波法に違反した・処分された）に該当しない場合はチェックを付けること。 

貸与する(した)無線局の製造番号を記入。 

無線局の貸出する(した)期間を記入 


